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１研究の背景と目的
日本国内の消費市場は､ 経済環境が好転した
としても少子高齢化に端を発する人口減少の影
響を大きく受け､ 長期的には縮小傾向にある｡
一方､ アジアの市場は､ 国により多少の差異は
あるものの着実な経済成長が見込まれており､
内需産業型である小売業においてもアジア諸国
に目を向けた市場の獲得が始まっている｡
小売国際化を 	(
) は ｢小売
経営技術の海外移転､ あるいは国際的な取引関
係の確立であり､ 規制､ 経済､ 社会､ 文化､ 小
売構造などの国境 (障壁) を克服するなどして､
小売業を自国とは異なる環境において成立させ
るという国際的な統合段階にまで小売組織を発
展させること｣ と示している｡
百貨店､ スーパーによるアジア市場への参入､
および撤退については､ 川端 (

)､
矢作 (
)､ 向山 (
)､ 安積 (
) など
に詳しいが､ 家電量販店の国際化の進展はどう
であろうか｡ 商業販売統計によれば､ 

年度
の機械器具小売業の販売額は６兆億円で
あり､ 小売業全体兆億円の５％を占め
ることから､ その現状を把握することは有意義
であると思われる｡
いち早く海外進出を行ったのは､ 株式会社ベ
スト電器 (以下､ ベスト電器) である｡ 年
にヤオハンとの合弁事業でシンガポールへ出店
したことを機に次々とヤオハンの進出に合わせ
て､ アジア地域へテナントして出店した｡ ほか
には､ 株式会社ヤマダ電機 (以下､ ヤマダ電機)
の中国展開と株式会社ノジマ (以下､ ノジマ)
の展開計画が見られるだけである｡
ヤマダ電機は
年９月に中国における運営
統括会社として山田電機 (中国) 投資有限公司
を設立､ 
月に海外第一号店として中国遼寧省
に瀋陽店を開設した｡ 次いで､ 
年６月､ 天
津店の開業と同時に中国全土でインターネット
通販事業を開始し､ 

年３月には南京市に３
号店を開設した｡ 以降､ 上海市などへの出店を
計画していたが､ 尖閣諸島問題に端を発する日
本製品の不買運動の影響もあり計画を凍結し､

年５月に南京店､ ６月に天津店を閉店した｡
出店した３店舗のうち２店舗が撤退に追い込ま
れている｡
また､ ノジマは
年７月､ 東南アジア地域
への進出の足がかりとする目的で､ ベトナムに
おいて家電小売業を展開するチャンアインデジ
タルワールド株式会社と資本業務提携契約を締
結し､ 出資を行い､ 役員を派遣することを発表
した｡ このように家電量販店の国際展開は他の
小売業に比べると進んでいない｡
家電量販店は厳しい経営環境に置かれている｡
たとえば､ 業界最大手のヤマダ電機は､ 

年３月期の決算において､ 家電エコポイント制
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度１や地上デジタル放送への移行２といった特
需を受け､ 百万円の売上､ 	
百
万円の経常利益､ 
百万円の当期純利益と
過去最高益を記録したのをピークに減収減益が
続いている｡ 加えて､ 近年は大手の家電量販店
を主軸に競争力の強化を目的とした業界再編が
進んでいる｡ 年３月に株式会社デオデオと
株式会社エイデンにより持株会社エディオンが
設立されたが､ 同社は年４月に株式会社ミ
ドリ電化､ 年３月に石丸電気株式会社を子
会社化した｡ 株式会社ケーズホールディングス
も
年４月に株式会社ギガス､ 月に八千代
ムセン電機株式会社､ 年月に株式会社デ
ンコードーを子会社化するなどしている｡
株式会社ビックカメラ (以下､ ビックカメラ)
は年５月に株式会社コジマ (以下､ コジマ)
と資本業務提携契約を締結､ ６月に増資引き受
けにより同社を連結子会社化した｡ 同月には
｢コジマ×ビックカメラ小倉店｣ を出店､ 連名
店舗の出店を加速させている｡ その一方で､ ベ
スト電器と年９月に締結した業務・資本提
携契約を年３月に解除している｡ また､ ヤ
マダ電機は年月にベスト電器の株式を取
得､ 同社を子会社化し､ 翌年３月以降､ 商流・
物流・システム・販促などにおいてグループ一
体となった統合を行い､ 効率化を図っている｡
このように家電量販店はスケールメリットを
拡大させ､ 経営効率の改善を図り競争力の回復
を目指しているが､ ネット通販事業者の参入も
あり業績回復は簡単ではない｡ 国内市場が飽和
し競争激化がさらに進むのであれば､ 国際展開
は持続的成長のための選択肢のひとつとなると
思われる｡ しかしながら､ 先に述べたとおり､
家電量販店では国際展開が進んでいないのであ
る４｡
本稿は､ 競合企業に先んじ年月末現在､
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１ 環境省､ 経済産業省､ 総務省で実施された ｢エコポイントの活用によるグリーン家電普及促進事業｣｡ 地球温暖化
対策の推進､ 経済の活性化､ 地上デジタル放送対応テレビの普及の目的として年５月日から年３月日
まで実施された｡
２ 年７月
日にアナログテレビ放送を終了した｡
３ 非連結子会社､ フランチャイズ店を除く｡
４ 関根 () は､ 日本の家電量販店の海外進出が進まない理由についてプッシュ要因とプル要因から分析を行っ
ている｡ プッシュ要因からみると東アジア進出への機は熟しているが､ 国際化のノウハウ､ 人的資源が乏しいこと､
また､ プル要因からは経済発展によりビジネスチャンスは大きいものの政治的安定､ 卸売システムや物流インフラ
の未整備などを理由に挙げている｡
図表１ 家電量販店の経営状況
ヤマダ電機 ビックカメラ エディオン
ケーズホール
ディングス ヨドバシカメラ
決算期 年３月 年８月 年３月 年３月 年３月
連結売上高 (百万円) 
	 		 	
 
 
営業利益 (百万円)  
 △
 
	 －
経常利益 (百万円) 
 
 
  

当期純利益 (百万円)  
 △
  －
自己資本当期純利益率 (％) 
  △ 	 －
総資産経常利益率 (％) 
 
 
  －
売上高営業利益率 (％)   △
  －
店舗数 (店)３  
 
 	 
従業員数 (人)  			   

出所：各企業の有価証券報告書､ 決算短信､ およびを参考に筆者作成｡
海外に店舗を構えているベスト電器を対象と
する｡ インドネシアでの調査にもとづき､ 海外
進出のダイナミズムを捉えることを目的とする｡
年８月､ インドネシア､ ジャカルタにある
ベスト電器	

		(パシフィッ
ク・プレイス店) における日本人店長へのイン
タビュー調査に加えて､ 年月､ 福岡市内
のベスト電器本社における関係者へのインタビュー
調査を行った｡
２ベスト電器の概要と国際展開
ベスト電器は年に倉庫業を目的に九州機
材倉庫株式会社として設立され､ 年に家庭
用電気製品の販売を開始した｡ 福岡市に本社を
置く｡ 年に株式会社ベスト電器に商号を変
更し､ 年に福岡証券取引所に株式上場､
年に東京証券取引所市場第二部に株式上場､
年に東京証券取引所の市場第一部に昇格し
た｡ 年２月末現在､ 国内においては北海道
から沖縄まで都道府県に直営店舗､ フラ
ンチャイズ店舗の店舗を出店している｡
年から年まで家電量販店でトップの
売上高を誇っていたが､ 年にコジマに､ そ
の座を受け渡した｡ 年に株式会社さくらや
を子会社にするものの､ このはうまく
いかずに年８月に同社の清算を結了した｡
前述のとおり､ 年にビックカメラと業務・
資本提携契約を結んだが､ 家電エコポイント制
度や地上デジタル放送への移行といった特需を
受けてベスト電器の業績が改善したこともあり､
両社の業務提携の効果があまり出ないうちに､
ヤマダ電機は年月にベスト電器の株式を
取得､ 同社を子会社化した｡ 年３月にビッ
クカメラとベスト電器との業務・資本提携は解
家電量販店の国際展開
～株式会社ベスト電器のインドネシア進出～
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図表２ ベスト電器の国際展開概要
年月 内容 現在
(昭和) 年１月 シンガポールに
 ( !"#) $%$を設立
ヤオハンとの提携で海外１号店のオーチャード店を出店
連結子会社
(昭和) 年月 シンガポール支店を開設し､ 海外におけるフランチャイズ
方式によるチェーン店展開を開始
廃止
(昭和) 年１月 香港支店を開設 撤退
(平成４) 年８月 インドネシアにヤオハンとの提携で出店｡ 年９月､ ヤオ
ハンの撤退とともに撤退
(平成６) 年月 マレーシア支店を開設
(平成７) 年月 インドネシアに地元百貨店との提携で再進出､ ３店舗まで
拡大したが､ (平成) 年２月､ 同国の政情混乱で再
度撤退
撤退
(平成９) 年月 香港に&"!"! '"$(%$を設立 清算結了
(平成) 年５月 マレーシアに %)  $&$
を設立
連結子会社
(平成) 年１月 台湾大手家電量販店の台湾泰一電気股有限公司の株式を
取得し台湾に進出､ 同年､ 有償増資､ 株式追加取得により
子会社化し､ 翌年１月倍適得電器股有限公司に商号変更
持分法適用
関連会社
(平成) 年月 インドネシアに$  "  を設立 連結子会社
(平成) 年月  ( !"#) $%$がシンガポー
ルに現地法人との合弁会社    ! %
$%$を設立
連結子会社
韓国に "# '"$(%$を設立 清算結了
出所： 有価証券報告書から筆者作成｡
除された｡ ベスト電器はヤマダ電機の連結子会
社となった後もベスト電器の店名を残し､ 上場
を維持している｡ ベスト電器の小野社長は ｢早
期退職を２度も実施しているのでこれ以上､ 社
員を不安にさせたくなかったのです｡ 上場維持
は､ 透明性を高め､ 社会的に信頼される企業に
なるために不可欠と考えています｡ 店名に関し
ては､ 当社は年の歴史があり九州地区では古
くからお客様に支持されてきました｡ そうした
顧客を大切にしたいとの思いからです (『
家電ビジネス』	
)｣ と語っている｡
ベスト電器の国際展開の時期は早い (図表２
図表３)｡ 	年のシンガポール進出を皮切り
に順調に海外進出を果たしていたが､ 	年９
月のヤオハンの会社更生法の適用申請を受け､
シンガポール､ 香港､ マレーシアの３か国に	
店舗を残し	％出資の現地法人を作り､ 他国
からは撤退した｡
以後､ アジアを中心に積極的に海外事業を推
進している｡ 年には海外事業部をシンガポー
ルに移し､ 翌年にはベスト電器シンガポール社
の現地採用社員２名を取締役に登用した｡ 	

年	月末現在ではシンガポールに	店舗､ マレー
シアに５店舗､ 台湾に店舗､ インドネシアに
	店舗の合計店舗を構えている｡ 	
年２月
末の店舗面積ではフランチャイズを加えた国内
店舗面積が	万㎡､ 海外店舗面積は
万㎡であるのに対し､ 店頭販売における売上高
は国内	
	
百万円､ 海外	百万円であ
る｡ 海外における売上高の割合は年度の
％から	年度には	％にまで上昇して
おり存在感を増している (図表４)｡ また､ 台
湾､ インドネシア､ マレーシアにおいて海外で
のインターネット通販事業にも着手している｡
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図表４ ベスト電器の売上高と海外店舗数の推移
出所：有価証券報告書から筆者作成｡
図表３ ベスト電器の(平成８) 年までの海外出店国と店舗
年 海外出店国と店名
	(昭和) 年 シンガポール：オーチャード店 トムソン店 カトン店
	(昭和) 年 ブルネイ：ブルネイ店 香港：サーティン店 チェンモン店
マレーシア：モール店 アメリカ：リトル東京店 ニューヨーク店
	(昭和
) 年 香港：ホンハム店 マレーシア：店
	(平成元) 年 マレーシア：ペナン店 台湾：台中店
	(平成２) 年 マレーシア：コタキナバル店
		(平成３) 年 香港：チェンワン店 シンガポール：店 タイ：バンコク店
	(平成４) 年 香港：ユンロン店 ラムティン店 マカオ店
	
(平成５) 年 シンガポール：高島屋店 タイ：バンケー店
	(平成６) 年 香港：ホーマンティン店
	(平成７) 年 中国：中山店 香港：マンオンシャン店 チャンカンオン店
インドネシア：ジャカルタ店 マレーシア：そごう店
	(平成８) 年 インドネシア：スルタンアグン店 香港：テンスイワイ店
シンガポール：センチュリースクェア店 マリーナ店
マレーシア：セラバン店 サンウェイ店
出所： ベスト電器資料｡
３インドネシアの家電製品市場と労働市場
１) 家電製品市場
世界第４位､ ２億万人を超える人口を
有するインドネシアでは､ 年の	実質
成長率は目標値の
％は下回ったものの
％
と３年連続で６％成長を維持した｡ 一人あたり
の 	も耐久財の普及が本格化する目安の
ドルを超え､ 中進国入りを果たしている｡
所得の増加に呼応して富裕層､ 中間層が拡大す
る市場を抱えている (図表５)｡
年まで政府の保護政策により､ 卸・小売
部門への外国からの投資規制があり､ 個人零細
商店がほとんどであったが､ 現在では一部の事
業分野や小型店の出店を除き､ 外資の参入が可
能となっている｡ しかしながら､ 現実には独資
での進出は困難であり､ 現地企業との合弁､ あ
るいはフランチャイズ契約によるものが一般的
である｡ また､ 出店に際する各部局への各種認
可申請の手続きは煩雑で長時間を要する｡

年の推計値では店舗数においては ｢近代
的小売業者｣ はわずか１％にすぎず､ この小売
業者が約％の売上高を占めていたが､ 年率約
％で ｢近代的小売業者｣ の規模が拡大してい
家電量販店の国際展開
～株式会社ベスト電器のインドネシア進出～
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５ 低所得層とは世帯年間可処分所得がドル未満､ 中間層はドル以上～ドル未満､ 富裕層はド
ル以上｡
６ 伸長率は年と年の比較｡
図表６ 家電製品の普及率
年 年 年 年 年
テレビ ％ ％ ％ ％ ％
冷蔵庫 ％ ％ ％ ％ ％
洗濯機 ％ 
％ ％ ％ ％
エアコン ％ ％ ％ 
％ ％
電子レンジ 
％ ％ ％ ％ ％
デジタルカメラ ％ ％ ％ 
％ ％
出所：ベスト電器資料｡
図表７ 家電製品の販売台数 (インドネシア国内単位：万台)
年 年 年 伸長率６ (％) 参考日本
ブラウン管テレビ     －
薄型テレビ    

 

冷蔵庫     
エアコン 
    
デジタルカメラ     
ノートパソコン     
スマートフォン   
  
携帯電話 １億 １億 １億
  
出所： ベスト電器資料｡
図表５ インドネシアの所得層比率の現状と予想５
出所：() から筆者作成｡
る (経済産業省)｡
ベスト電器によれば､ インドネシアの家電製
品の市場規模は約１兆円 (年) である｡ テ
レビの普及率は８割を超えているが､ 他の家電
製品の普及はこれからである｡ わが国の家電製
品の普及の推移 (図表８) から推測すれば､ 洗
濯機､ 冷蔵庫は比較的短期間に普及することも
考えられる｡
現在のところ､ ベスト電器の主要な顧客は富
裕層であるが､ 彼らが購入するテレビの％は
液晶テレビであり､ 	インチ以上が
％､ ３
も％を占めている｡ 現在の同国の放送環境で
はこれらテレビの機能が十分に生かされるわけ
ではないが､ それでも富裕層は高級品を求める
傾向がある｡
ベスト電器は､ 地場の や
  ( シ ン ガ ポ ー ル ) ､
(フランス) などと競合している｡
は､ 年創業の地場家電量
販店の先駆けである｡ 現在､ インドネシア国内
に店舗を有し､ うち
店舗はアウトレット店
舗である｡ 大規模店舗のほか､ 地場の優位性を
生かして､ 年には
㎡規模の小型店舗を
出店した｡ は､ 
年の
創業当初は低級モールを中心に出店と撤退を繰
り返していたが､ 近年は中級モールへ進出して
いる｡ 年から急速にエリアと売上を拡大し､
現在は
店舗を構えている｡ 売場は～

㎡で家具コーナーを併設している｡
は国際化の進んだ大規模小売企業の
ひとつであり､ 食品､ 家庭用品から衣料品まで
を扱うハイパーマーケットである｡ 低～中所得
者層の支持を得て拡大している｡ 全ての店舗で
家電製品の取り扱いをしているわけではないが､
インドネシア国内に以上の店舗がある｡ 家電
製品は中間所得層以下向けの品揃えで地場メー
カー品や中国ブランドの取り扱いが多い｡ ブラ
ウン管テレビや二層洗濯機が主流であったが､
近年は薄型テレビの販売にも力を入れている｡
インドネシアにはパナソニック株式会社､ 株
式会社日立製作所､ 三菱電機株式会社､ 株式会
社東芝､ シャープ株式会社､ ソニー株式会社な
ど多くの日本国内メーカーの販売会社､ あるい
は工場があるが､ 在庫管理体制や情報共有のイ
ンフラは整備されているとは言い難い｡ また､
商材の確保やプロモーション協賛においてはメー
カーとの良好な関係維持が不可欠である｡ 道路
整備が進まないため､ 交通渋滞は恒常的であり､
商品の納期遅れは日常茶飯事である｡
売価はメーカーが標準小売価格を設定し､ 各
量販店は同程度の価格で販売することが慣例で
ある｡ 旧型品や台数限定品では大幅な値引きが
可能である｡ しかし､ 地方都市などでは顧客に
より価格が変わり､ 価格は交渉次第という場合
も頻繁にある｡
２) 労働市場
インドネシアの労働人口は１億万人
(年) であるが､ 毎年万人ほどが新規参
入することもあり､ 失業率は依然として％
(年) と高く､ 一般のワーカーの採用は企
業の買い手市場である｡ しかしながら､ 最低賃
金は年々､ 高騰している (図表９)｡ 最低賃金
は､ 通常前年の月末に各地域で､ それぞれの
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図表８ 日本の家電製品の普及の推移
出所：内閣府 『主要耐久財等の普及率』 から筆者作成｡
地域で計算された適正生活費をもとに地方政府､
企業側､ 労働者側の三者で構成される賃金評議
会の協議を経て決定される｡ 最低賃金の高騰の
背景には､ 労働者保護に重きを置いた労働法の
存在がある７｡
次に､ 各教育機関の在籍者数を見ると､ 
年には万５千人であった大学在籍者数が
年には万７千人に増加しているものの労働力
人口に占める大学卒の割合は	
％にとどまっ
ており､ マネージャーなどの管理職候補の人材
の採用は困難である (図表)｡
４ベスト電器 	
	(パシ
フィック・プレイス店)
図表２に示したとおり､ インドネシアではヤ
オハンとの提携での出店と撤退､ 地元百貨店と
の提携での出店と撤退を経験し､ 年に３度
目の出店を果たした｡ 同国の家電卸売業者であ
る 社と合弁会社を設
立し､ ベスト電器シンガポール社が％を出資
した｡
年６月､ 複合開発地域の先駆けである
地区の高級ショッピングモール
 (スナヤンシティ) への出店を
皮切りにベスト電器は年月末現在､ イン
ドネシア国内に店舗､ そのうち､ 人口約
万人のジャカルタ特別州内に店舗を出店して
いる８｡ ベスト電器は
億 !万円を売り上げ
(第３位)､ 市場シェア	％を占めている｡ 各
店舗の売場面積は約 ㎡～
 ㎡､ 平均
 ㎡である９｡
地区に隣接する "#"$"
家電量販店の国際展開
～株式会社ベスト電器のインドネシア進出～
―!―
７ 最低賃金に違反した事業主には禁固刑 (１～４年) と罰金 (１～４億ルピア) の罰則が科せられる｡ また､ たと
えば､ 解雇に際しては労使双方の合意と関連当局の認可が必要である｡ 自己都合退職､ 会社都合による退職､ 定年､
懲戒解雇などのケース別に規定の０～２倍程の退職金､ 慰労金を支払う必要がある｡ また､ 企業規程による長期休
暇の未取得分に対する補償金や採用された地域に帰郷するための当人と家族の旅費を負担する必要がある｡
８ その他､ 人口約万人のスラバヤ市内に３店舗､ 約
万人のバンドン市内に店舗､ 約万人のマカッサル市
内に１店舗がある｡
９ %&'によれば､ ジャカルタ市内中心部の店舗の賃料は一般的には１㎡あたり
 円～ 円である｡
図表 労働力人口の学歴別構成比 (インドネシア全国単位：％)
年 年 年 年 年
未就学 	 	 	 	 	
小学校未修了 !	
 	 	 	 	
小学校卒 	 	! !	 	 	
中学校卒 	 	 	 	 	
高校 (普通科卒) 	 	
 
	 
	 	
高校 (職業科卒) 	 	
 	 	 	

専門学校・短大卒 	 	 	 	 	
大学卒 	! 	
 	! 
	 	

出所：( )**+ (,$-.,/,"0    )｡
図表９ インドネシア (ジャカルタ特別区) の
月額法定最低賃金
出所：内閣府 『主要耐久財等の普及率』 から筆者作成｡
(パシフィック・プレイス) は年にオープ
ンしたジャカルタで一､ 二を争う最高級複合ショッ
ピングモールである｡ フランスの百貨店ギャラ
リー・ラファイエットをはじめ､ エルメス､ ル
イ・ヴィトン､ ティファニー､ カルティエ､ ブ
ルガリ､ バレンティノ､ タグ・ホイヤーなどの
高級ブランドのブティック､ ジャガー､ マクラー
レンなどの自動車ディーラー､ 店を超えるレ
ストラン､ ザ・リッツ・カールトンホテル､ レ
ジデンス､ オフィスが入居､ 日系企業ではベス
ト電器をはじめ､ 牛角､ 大戸屋が入居している｡
ベスト電器	
	は年に出
店し､ ３階の一角を占めている｡
年８月日､ 同店を訪れた｡ 	
	
に入る際には入口で荷物の中を警備員に
見せた後に線荷物検査などのセキュリティ
チェックを受けた｡ インタビュイーの店長の吉
田氏はインドネシアに来て４年､ ジャカルタの
ショッピングモールのひとつ	
 (クラパ・ガーディン・モール) 内の店
舗での店長勤務を経て現職に就任されている｡
以下は､ 店内の様子と同店､ および本社でのイ
ンタビューの内容を整理したものである｡
１) 売場と販売商品､ 価格
富裕層を対象とした店舗の店内は明るく通路
も広い｡ 家電製品は整然と陳列されており､ 来
店客に対して適切な数の店員が販売を行ってい
るように見受けられた｡
前述のとおり､ 多くの日本国内メーカーの販
売会社､ あるいは工場があり､ 為替変動の影響
を受けにくい｡ このことが､ ベスト電器がイン
ドネシアに進出した理由のひとつである｡ 品揃
えは ｢日系企業の現地販社から仕入れる日本の
大手メーカー品が約６割､ アジアで人気の高い
韓国ブランドのサムスン､ が２割､ それに
欧米のフィリップス､ シーメンス､ エレクトロ
ラックスなど一流ブランドが中心 (『激流』
)｣ である｡ 店内を一巡したが､ 日本国内
と同様の最新モデルが陳列されていた｡ 現地量
販店ではテレビで言えば､ 今もなお安価なブラ
ウン管テレビも売られているという｡
現 地 の 量 販 店 の 	 	や
	 	 (シンガポール) などが
行っているようなメーカー別の陳列ではなく製
品別に陳列が施されている｡ 店員は各社の製品
知識をもって来店客に説明を行う｡ その一方で､
店舗の奥には現地量販店のようにメーカー別に
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図表 パソコン売場 (筆者撮影)
図表 	
(筆者撮影)
陳列している売場もあり､ 販売に力を入れてい
る商品のプロモーションが行われる｡ このス
ペースは､ あたかもメーカーのショールームの
ようであり､ メーカー各社の全体的なイメージ
を消費者に伝えるのに適した方法であると考え
られる｡ 現地の消費者にとって､ 日本のメーカー
は ｢ブランド｣ である｡ ｢○○社のテレビの購
入｣ とあらかじめ決めてから店舗を訪れる顧客
も多いという｡ たとえば､ 日本国内の百貨店で
もルイ・ヴィトンとグッチのバッグが並べて売
られることがないと考えるとブランド別の販売
方法も理解できる｡ なお､ 後日､ 訪れた
	


の店内に置いてあった商
品パンフレットも製品別ではなく､ メーカー別
に製品が掲載されていた (図表)｡ どの商品
にもプライスカードがつけられており､ 正価販
売が行われている｡
パソコン売場の男性店員に ｢どのメーカーの
人気が高いのか｣ と尋ねたところ､ ソニー､
	､ レノボであるという｡ は同じショッ
ピングモール内に直営店舗があるため取り扱わ
れていなかった｡
売上は白物家電と 機器が半々ぐらいの
比率になるという｡ 客単価は円前後と日
本に引けを取らない｡ 日本国内の大型店舗と同
程度の品揃えに加えて､ 接客による商品説明､
配達､ メンテナンスや修理のアフターサービ
スなどを行うことで現地量販店との差別化を図っ
ている｡ シャープ社の インチのフ
ル液晶テレビと	


の商
品パンフレットに掲載されていた全くの同型の
価格を比較すると､ むしろベスト電器のほうが
安価であった｡
盗難リスクの対策として警備員を配置し､ 
時間､ 防犯カメラでの監視体制を取っている｡
また､ 従業員の出退勤の際には持ち物検査とボ
ディチェックを行っている｡
家電量販店の国際展開
～株式会社ベスト電器のインドネシア進出～
――
 同日は食器洗い機のプロモーションが行われていた｡
 現地では中型､ 小型であれば､ ブラウン管のテレビであってもバイクに乗せて持ち帰るという｡
 ベスト電器では､ ルピアであるのに対し､ 	


は ルピアの回払いであり
 ルピアとなる｡
図表 	


のパンフレット
(筆者撮影)
図表 インドネシアのベスト電器におけるメー
カー別売上高シェア (年単位：％)
出所：ベスト電器資料
２) 配送とアフターサービス
商品はジャカルタ北東部､ 	

		(タンジュン・プリオッ湾) にほど近
い	(スンター) の配送センターから届
けられる｡ 日時厳守は現地の人から驚かれるこ
とが多いという｡
製品の保証は通常１年間であるが､ 販売価格
の６％を支払うことで５年間の長期保証を受け
ることができる｡ 修理を担当するサービスス
タッフがいないため､ メーカー修理となり､ そ
の取り次ぎを行っているが､ 日系の家電メーカー
や販売会社がアフターサービスを強化しており､
日本製品の信頼性は非常に高い｡
３) プロモーション
インドネシアの小売店では週末などに銀行系
のクレジットカードを利用する場合に値引きを
行う商習慣がある｡ ベスト電器もこれに倣い､
定期的に５％～％の値引きを行っている｡ ま
た､ 日本円で円を超える購入顧客に対し
て ｢現金つかみ取り大会｣ の参加応募券を配付､
月に一度､ 行う抽選で名が当選者となり､ 売
場で硬貨をつかみ取るという販売プロモーショ
ンを開催している｡ 国民性や市場に対応したプ
ロモーションが必要であると考えられている｡
４) 従業員
インドネシア全体の従業員数は名､ その
うち日本人が３名である｡ 

	
では､ 店長の吉田氏だけが日本人であり､ 男女
ほぼ半数ずつの社員名はすべて現地採用であ
る｡ 他にメーカーから派遣された店員が販売に
従事している｡ 販売にあたってのトレーニン
グは､ 日本の研修センターで研修を受講した専
門のトレーナーが行う｡ 基本的なあいさつや接
客態度などの基本から始まり､ 製品知識の習得
には１か月程度を要する｡ 人材に関するマネジ
メントでは､ イスラム教の従業員のために祈り
の時間を設けているぐらいで､ 日本と大きな違
いはない｡
妊娠中の若い女性店員に､ 出産後､ どのよう
な希望を持っているのかを尋ねた｡ 彼女は２年
間勤務しているというが､ 出産前後に３か月ほ
ど休んで復帰する予定であると答えた｡ 吉田氏
に確認すると､ 日本の産前産後休業や育児休暇
制度のような福利厚生制度を整備していないた
め､ 出産に際しては個別に対応する｡ 本人の意
向を重視するが､ このような場合はいったん退
職して､ 復職することが通例であるという｡
年現在､ ベスト電器の一般の社員の給与
は円程度､ 幹部クラスで円～
円である｡ 定着率は低く､ 特に､ 幹部
クラスは需要が高いため､ 転職するたびに給与
が増える売り手市場である｡
従業員はおとなしくて従順､ 上司の指示や命
令には素直に従い､ 勤勉である｡ ホスピタリティ
にもあふれ､ サービス業には適している｡ その
一方で､ 飽きっぽく､ 継続性に欠け､ 単一業務
しかやらないという面もあるため､ 教育を繰り
返す必要がある｡ 従業員の定着率を上げ､ 幹部
社員を育成することが課題である｡
５) 海外勤務に対して
吉田氏はベスト電器入社時､ 海外で働くこと
を特に考えてはいなかったが､ 会社の海外展開
の状況から､ いずれは海外で勤務することも想
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 日本国内では販売価格の５％を支払うことで５年間の長期保証を受けることができる｡
 たとえば､ シャープ株式会社では現地の生産子会社がコールセンターや販売・修理拠点を約箇所に設置してい
る｡ ジャカルタのコールセンターは年度に年間万件に対応している ( !!"""#$	##!		!
!$
!$%	$!$
$
!
&'#%)｡ 年にはコールセンター・サービス・エクセレンス賞を受賞
している ( !!"""#$	##!		!!		!"	&$!
&'#%)｡
 繁忙期には名程度が入店することもある｡
定していたという｡ 大学生へのアドバイスや海
外での勤務について回答を求めたところ､ ｢こ
れから海外展開をする日本企業が増加するであ
ろうから､ チャレンジ精神をもつこと｡ そして､
できれば英語か中国語の基礎力はあったほうが
望ましい｡ 英語でコミュニケーションができれ
ば､ インドネシア語のような現地語は現地に赴
いてからでも遅くないのではないか｡ 日本と同
じようにビジネスはできないが､ 日本より規制
が少ない面もあり､ ビジネスがやりやすいと感
じることもある｡ たとえば､ 日本では携帯電話
は２年間継続しないと割高料金となるが､ イン
ドネシアではこのような規制がなく､ カー
ドを取り替えるだけで機種変更が可能である｡
特に､ 富裕層はよい製品には関心を持ってくれ､
今後のビジネスには期待が大きい｣ と語った｡
５考察
小売はサービスである｡ サービスは ｢市場で
取引の対象となり､ 顧客 (個人および組織) の
便益､ 価値､ 満足を創造する活動｣ と定義され
(浅岡)､ 小売における本質的な活動は
｢顧客が商品を選択し､ 購入する場を提供する
こと｣ である｡ その実現に向けて､ 小売業は､
店舗を構え､ ターゲットとする顧客に､ いわゆ
る ｢	
(適切な商品を適切な時､ 適切な場､
適切な量､ 適切な価格で)｣ を提供する計画的
活動に加えて､ 品揃え､ 売場レイアウト､ 商品
陳列､ 従業員や各種商材による情報提供､ クレ
ジットカード利用の便宜などの総合的な活動に
尽力する｡ その結果､ 顧客は便益､ 価値､ 満足
を得ることができる｡
また､ 国際展開を行う小売業は､ それぞれの
国や地域の歴史､ 社会､ 文化､ 地理的影響を受
けながら現地市場へ適応することが求められて
いる｡ つまり､ 国際展開を行う小売業において
は ｢現地のターゲットとする顧客が商品を選択
し､ 購入する適切な場を提供する活動｣ を行う
必要がある｡
インドネシアにおけるベスト電器では､ 現在
のところ､ ターゲットの顧客を都市部の富裕層
に絞っている｡ 高級ショッピングモールを中心
としたジャカルタでの店舗に及ぶドミナント
出店は､ 同社の効率化に加えて知名度や信頼性､
利便性の向上に寄与している｡ 日本製品への信
頼と親しみ､ 憧れが強く､ 高品質の新製品を好
むインドネシアの都市部の富裕層に日本国内と
同様の品揃え､ 接客販売､ 配送､ メンテナンス
と修理などのアフターサービスを行う｡ このこ
とは顧客満足につながると同時に､ メーカーの
協力が得られやすくなり､ 最新､ 高品質､ 十分
な量の品揃えを実現するというよい循環を生ん
でいる｡ 実際､ メーカーも中間層の拡大により､
中～低価格帯の商品の需要が急増する中で売上
単価が下がることを懸念し､ 高付加価値商品の
販売促進に力を入れている｡
在庫管理､ 配送､ 情報管理などの商品供給に
おいては ｢現地のやり方｣ に合わせる必要があ
るものの商品調達 (仕入れ)､ そして､ 顧客に
商品を販売する小売業務に際して､ これまで同
社は､ 日本での小売技術を移転することが可能
であり､ 現地への適応化に多大の時間､ 労力､
コストを割く必要がなかったと考えられる｡
インドネシアでは新中間層や富裕層が増加し､
ショッピングモールの建設ラッシュが続いてい
る｡ には日系企業は飲食店とベ
スト電器が出店しているだけであるが､ 新しく
建設されるショッピングモールには日系のアパ
レルや雑貨などの小売店が出店を検討している
という｡ 日本の高品質の製品とサービスがテナ
ントミックスによって､ 認知､ 浸透され､ より
一層､ 強化されることが期待される｡ 富裕層の
増加と彼らの新製品への興味､ 買い替え需要が
続く限り､ 売上の増大も見込めよう｡
さらに､ 富裕層に対しては家電製品の便益､
価値の提供のみならず､ 商品購入のプロセスが
創出する便益､ 価値や満足の提供についても視
野に入れたい｡ そのためには新製品の情報や製
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品の上手な利用方法や買物履歴の提示などによ
り買物の楽しさを広め､ 顧客ロイヤルティへつ
なげることが必要である｡
その一方で､ ベスト電器はインドネシア国内
において､ 今後５年間で店舗､ 売上億円､
市場シェア％の達成を目指すと表明してい
る｡ 中間層の量的拡大を見据えて､ これまでに
出店している都市を含め､ 人口万人～万
人を超える複数の都市での出店が検討されてい
る｡ 電力､ 交通､ 住宅､ 環境などの問題を抱え
ている地域も少なくなく､ 商品供給､ 商品調達､
小売業務のいずれにおいても同社は中間層のラ
イフスタイルをとらえた真の現地適応に取り組
まざるを得ない｡ 中間層の購買力に対応した品
揃え､ 配送､ 従業員の教育､ アフターサービス
に各メーカーや販売会社とともに取り組み､ こ
れまで､ 同社が注力してきたサービス品質の維
持､ あるいは新たなサービスの構築に努める必
要がある｡
その際､ 現地の人材が解決の鍵を握るであろ
う｡ 中間層の拡大は長期的に続く｡ １軒の家庭
で使用できる電圧に限りがある地域に居住する
中間層のライフスタイルや彼らが必要とする電
化製品の機能や品揃えをわれわれが理解するの
は困難である｡ 現地市場を把握することは当然
であるが､ 現地の人材を管理職に登用すること
やサービスのデザインプロセスに加えるなどに
より従業員の労働意欲､ 定着率の向上を高め､
参画意識を強めることが求められる｡
６むすびに
海外展開を開始した	年当時､ ベスト電器
は売上高において首位を独走しており､ やはり
当時､ 非常に勢いのあるヤオハンというパート
ナーを得て海外に進出した｡ それから年､ ヤ
オハンが会社更生法の適用を申請した
年は
奇しくもベスト電器の売上高がコジマに抜かれ
た年でもある｡ しかしながら､ ベスト電器は､
その後も着実に海外展開を進めている｡ ひとつ
の国際展開の経験とそこでの成果を糧にノウハ
ウを蓄積して現在に至っている｡ まるで､ 他の
家電量販店が国内での熾烈な争いに巻き込まれ
ている間に､ 少なくとも日本国内の家電量販店
との争いのない海外において先発者の優位性を
獲得したかのようである｡
市場成長の初期段階において現地適応がそれ
ほど大きな課題とならない地域で富裕層を相手
に店舗展開を行い､ いち早くブランド化に成功
する｡ そして､ 徐々に現地適応の度合いを強め､
地域とターゲット顧客層を拡大する｡ これが､
本稿が明らかにしたベスト電器の戦略である｡
しかし､ 新たな戦いの前兆が見受けられる｡
年８月､ イオン株式会社､ およびイオンモー
ル株式会社がインドネシアにおける１号店とな
るショッピングモール ｢イオンモール｣
の起工式を行い､ 年の開業に向けた建築に
着手したことが報道された｡ ここには ｢家電の
エンターテイメントフロア｣ として家電量販店
が入居する｡ ｢日本の家電量販店と交渉中｣ と
あり､ 現在のところ､ 入居企業は明らかにされ
ていない｡
インドネシアの魅力的な市場を狙い､ 国内の
家電量販店のみならず､ 他国からの参入もある
だろう｡ 近年は韓国の文化が日本と同様､ 流行
しており､ 在留韓国人も５万人を超え､ ロッテ
グループ企業の進出も増加しているという｡
家電量販店の国際展開は､ わが国のメーカー
の商圏拡大につながり､ 海外販路拡大の機会を
増大させる｡ さらに､ わが国においてもそうで
あったように家電製品は人々の生活のあり方を
変化させ､ 豊かな暮らしの実現に大きな役割を
果たす｡ 商品供給､ 商品調達､ 小売業務の高度
化と流通にかかわる人材の成長をも促す｡ この
ように小売業の国際展開は多方面によい影響を
与えることを確認し､ 福岡の企業､ ベスト電器
がアジアの新興市場とともに成長する姿に期待
したい｡
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